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1.　はじめに
　現代において，中性子は多くの産業，科学，医療等の

場面で利用されている．例えば，原子力発電では中性子

が核燃料の核分裂連鎖反応の主役であり，発電所や関連

施設を含む原子力産業の現場においては常に中性子被ば

くへの対策が必要とされている．また，中性子を利用し

た医療としてはBNCT（boron neutron capture therapy，

ホウ素中性子捕捉療法）が実用化されており，ガン細胞

への正確な中性子照射や放射線防護が不可欠である．ま

た，各種科学分析のための中性子利用や，高エネルギー

物理実験を行うための加速器施設等の現場においても，

発生する中性子による被ばくは正確に管理されなくては

ならない．また，これらは基本的に人工的に発生させた

中性子場であるが，地球上には絶えず宇宙から降り注ぐ

高エネルギー宇宙線に由来する中性子も存在しており，

これが人体や半導体機器に及ぼす影響についても正確な

評価が必要とされている．

　このような中性子利用現場の需要に対し，産総研では

現在表1の標準を供給している．校正用中性子場は主に
241Am-Be線源，252Cf線源，中性子減速用黒鉛パイル，フ

ァン・デ・グラーフ加速器及びコッククロフト・ウォル

トン加速器によって実現している．また，これらの設備

で実現した各種中性子標準は，図1に示す体系に則って

中性子利用現場の中性子測定機器に対する標準供給に役

立っている．

　しかし，中性子標準の現状には大きく分けて2つの課

題が存在している．1つめは，未整備のエネルギー領域

の存在である．表1に示したように，現在産総研で供給

している中性子フルエンス（率）のエネルギー範囲は熱

中性子から 14.8 MeVまでである．冒頭に挙げた宇宙線

由来の中性子や高エネルギー加速器施設で発生する中性

子のエネルギーは，高くは数 100 MeVからGeV領域に

まで達しており，これらの高エネルギー中性子にも対応

する標準の整備が必要とされている．2つめは，エネル
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リア）が，一部の高エネルギー宇宙線粒子はそのまま大

気圏に突入し，大気を構成する原子，原子核と相互作用

することで 2次粒子を生成し，その 2次粒子がさらなる

相互作用で粒子生成を連鎖的に繰り返すカスケード反応

と呼ばれる現象が発生する（図 2）．地上にはカスケー

ド反応で生成された2次粒子の一部が到達し，その線量

は世界平均で年間0.4 mSvであるが，高地や航空機高度

ではその放射線量はさらに多い．この高エネルギー宇宙

線由来の放射線量のうち，例えば民間の国際線航空機高

度では約6割が中性子であり，そのスペクトルは主に数

100 MeVの高エネルギー中性子からなることが明らかに

されている 1）．この宇宙線起因の高エネルギー中性子が

引き起こす問題として，航空機乗務員の被ばく管理や，

半導体ソフトエラー評価が挙げられる．

ギー範囲としては現在の供給標準項目の範疇にあるもの

の，各現場に固有な連続中性子スペクトルに対して，単

色ないし特定の線源スペクトルの標準では十分な対応が

できない場合が多いという問題で，中性子線量評価の精

度の低さにつながっている．本稿では，これら2つの視

点で現在の中性子標準の課題を捉え，背景と解決に向け

た国内外の動向の調査結果及び産総研としての取り組み

の概要について報告する．

2.　エネルギー範囲の拡大：高エネルギー中性子標準

2.1　背景
2.1.1　宇宙線に起因する高エネルギー中性子
　高エネルギー中性子標準が望まれる領域として，宇宙

線由来の放射線が人体や半導体機器に及ぼす影響の管理

や評価がある．地球では，地球の磁気圏の影響により地

上に到達する宇宙線粒子の量は抑えられている（磁気バ

図1　中性子標準の国内トレーサビリティ体系

表1　産総研が供給している中性子標準項目

図2　高エネルギー宇宙線粒子によるカスケード反応

熱 中 性 子 フ ル エ ン ス

（率）  

241Am-Be, 252Cf 

中性子個人線量当量率，

周辺線量当量率  

241Am-Be, 252Cf 

速 中 性 子 フ ル エ ン ス

（率）  

24 keV, 144 keV, 565 keV, 

2.5 MeV, 5.0 MeV, 8.0 MeV, 

14.8 MeV, 241Am-Be, 252Cf 
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トエラーを検出するための信号を同時に流すことによっ

て検出し訂正することが可能であるが，その分処理及び

転送速度が損なわれコスト増につながる．そのため半導

体機器にはソフトエラーへの耐性を試験することが求め

られている．

　ソフトエラーの原因となる宇宙線起因の放射線のう

ち，アルファ粒子と熱中性子に対しては，材料の純度の

向上によって対処されており，現在では高エネルギー中

性子への対策が主な課題とされている．そこで用いられ

る高エネルギー中性子の照射試験は，かつてはLANL

（Los Alamos National Laboratory）の中性子照射設備にお

ける白色高エネルギー中性子照射試験のみが国際的に認

められている JEDEC（Joint Electron Device Engineering 

Council）に認定されていたが，日本の企業が開発した

準単色法が JEDECに採択され 6），東北大学FNL（Fast 

Neutron Laboratory， 高 速 中 性 子 実 験 室 ），CYRIC

（Cyclotron and Radioisotope Center，サイクロトロン・ラ

ジオアイソトープセンター），大阪大学RCNP（Research 

Center for Nuclear Physics，核物理研究センター），JAEA

（Japan Atomic Energy Agency，独立行政法人日本原子力

研究開発機構），TIARA（Takasaki Ion Accelerators for 

Advanced Radiation Application，高崎量子応用研究所イオ

ン照射研究施設）が校正施設として認定されるなど，国

内の高エネルギー中性子発生施設を活用する下地が整っ

ており，これらの信頼性を担保するために数100 MeVま

での高エネルギー中性子標準が必要とされている．

2.1.2　大型加速器施設の遮へい問題
　各種研究用途で建設されている先端的な大型加速器で

は，エネルギーフロンティア・強度フロンティアの追求

が進んでいる．最近までは1 TeVまでの陽子加速が可能

なフェルミ国立加速器研究所のTevatronが世界最大の加

速器であった．以降，CERN（European Organization for 

Nuclear Research）では2008年に世界最高の加速エネル

(1)航空機乗務員の被ばく管理

　航空機乗務員の搭乗業務中の被ばく量は，例えば東京

－ニューヨーク間往復（約25時間）でおよそ0.2 mSvで

ある．年間300 – 900時間程度の搭乗業務を仮定すると，

最大で年間7 mSvの被ばく線量が見積もられる．これは

放射線障害防止法で放射線業務従事者に定められている

実効線量限度の年間50 mSv，5年間100 mSvには満たな

いが，同法で一般公衆に対して定められている実効線量

限度の年間1 mSvを大きく上回っている．日本国内の航

空会社所属で国際線に乗務する乗務員は，運行乗務員と

客室乗務員を合わせておよそ16,000人である 2）．また客

室乗務員には妊娠の可能性のある女性の割合が多いこと

も，被ばく管理の重要性を考える上で大切な要素であろ

う．わが国では，文部科学省放射線審議会によって『航

空機乗務員の宇宙線被ばく管理に関するガイドライン』

が定められ，航空事業者が自主的な取り組みとして実施

すべき対応として，

・ 年間5 mSvを管理目標値とした被ばく線量を抑える自

主的な努力

・ 被ばく線量の十分な精度の計算と，必要に応じ実測に

よる評価

・ 乗務員個人毎の被ばく線量管理

を定めており，2006年に国内の航空会社に通達されて

いる．計算による評価としては，放射線医学総合研究所

による JISCARD（Japanese Internet System for Calculation 

of Aviation Route Doses，航空線量計算システム）3）等が

開発されている．実測では，国内外で航空機を利用した

航空機高度での中性子線量測定手法・測定装置の研究開

発が行われている 1），4）．航空機における被ばくは，突発

的な太陽活動等による例外を除けば，前述の通達にもあ

るように，航路，高度，太陽活動サイクルを考慮した計

算によって日常的な被ばく管理は可能とされている．し

かしその計算手法や条件は常に実測による検証を受けて

いる必要があり，その実測に用いる測定機器を通して国

家標準へのトレーサビリティが確保される必要がある．

(2)半導体ソフトエラー

　半導体ソフトエラーとは，半導体デバイスに数

10 MeV以上の中性子が入射するとSi等の原子核と核反

応を起こし，生じたイオンの飛跡に沿って電荷対が生成

され（図 3），メモリ情報（0,1）を反転させてしまうこ

とによる誤動作である．ソフトエラー対策技術の向上の

一方で，半導体デバイスの微細化が進みソフトエラーの

発生率は年々大きくなってきている 5）．ソフトエラーは

デバイスそのものが損傷を受けるのではなく，放射線に

よって生成した電荷が情報を乱すだけであるから，ソフ

図3　高エネルギー中性子による半導体物質内での電荷生成
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導体検出器を反跳陽子検出器に用いた場合には放射線損

傷に注意しなければならないこと等が挙げられる．

2.2.2　�高エネルギー中性子のエネルギースペクトル測
定法

　中性子のエネルギースペクトル測定として最も信頼性

が得られるのはTOF（Time of flight）法である．これは，

図5に示すように，中性子が一定の距離 Lを通過するの

にかかった時間 01 tt − を測定することによってその運動

エネルギー nE を次式から決定するものである．

( )201

22

22 tt
LmvmE nnn

n −
==

ここで， nm ， nv は中性子の質量及び速度である．TOF

法はシンプルかつ精度の良い測定であり，またエネルギ

ースペクトルの一括取得が可能であることが大きな利点

である．一方で，中性子源がパルス運転でなければなら

ないという制約もある．パルス運転ができない中性子源

の場合のエネルギー測定には，反跳陽子測定法が用いら

れる．これは反跳陽子カウンターテレスコープと同じ原

理の測定器で，反跳陽子のエネルギー pE と反跳角θ を

測定することで運動学的に入射中性子のエネルギー nE

を求めるものである．この方法には，ポリエチレンラジ

エータ内での反跳陽子のエネルギー損失や反跳陽子検出

器のもつ立体角により精度が制約されるという欠点があ

るが，産総研では，これまでに位置敏感型比例計数管と

Si(Li)半導体検出器を組み合わせ，これらの問題を改善

した反跳陽子測定法を実現する複合型スペクトロメータ

を開発している 8）．

2.3　高エネルギー中性子標準への取り組み
2.3.1　19.0 MeV単色中性子フルエンス（率）標準
　現在の産総研の単色中性子標準（14.8 MeVまで）よ

りも高いエネルギーで ISO に規格が存在するのは

19.0 MeVのみである．19.0 MeV単色中性子フルエンス

標準について ,現在BIPM（Bureau International des Poids 

et Mesures，国際度量衡局）のKCDB（Key Comparison 

Data Base，基幹比較データベース）にCMC（Calibration 

and Measurement Capabilities）登録されているのはドイ

ツのPTB（Physikalisch-Technische Bundesanstalt）のみ

であるが，英国のNPL（National Physical Laboratory），

フランスの IRSN（Institut de Radioprotection et de Surete 

Nucleaire）も標準場を完成させている．

　産総研でも，高エネルギー中性子標準の第一歩とし

て，2005年から 19.0 MeV中性子フルエンス（率）標準

ギー（陽子を7 TeVまで加速）による高エネルギー物理

実験を目的としたLHC（Large Hadron Collider）が稼働

を開始した．日本では，2008年に世界最高クラスの大

強度陽子ビーム加速器とそれを利用する実験施設を備え

た JAEA/KEK（高エネルギー加速器研究機構）の J-PARC

（Japan Proton Accelerator Research Complex，大強度陽子

加速器施設）が運転を開始している．こういった大型加

速器での加速粒子によって発生した2次中性子は，遮へ

い体を透過し屋外に漏洩するとともに，遮へい構造物を

放射化する．遮へい体の内外の中性子のエネルギースペ

クトルは運転条件等によっても変化するためひとつに決

められるものではないが，数 100 MeVまでの高エネル

ギー中性子を含んでいる 7）．施設内の従事者及び施設周

辺の放射線防護の最適化を図るためには，現在14.8 MeV

までしか整備されていない単色中性子フルエンス（率）

標準をさらに高エネルギーへ拡張することが必要とされ

ている．

2.2　測定手法
2.2.1　高エネルギー中性子のフルエンス測定法
　高エネルギー中性子のフルエンスを精度良く測定する

には，反跳陽子カウンターテレスコープが有用である．

反跳陽子カウンターテレスコープでは，図4に示すよう

に，高エネルギー中性子をポリエチレンのラジエータに

入射させてポリエチレン中の水素原子核と弾性散乱を起

こさせ，反跳された水素原子核（反跳陽子）を検出する

ものである．利点としては，中性子と水素の弾性散乱断

面積の信頼性が良く，検出効率の不確かさが小さいもの

が得られる．難点としては，検出器構造材との非弾性散

乱による2次粒子の影響の評価が困難であることや，半

図4　反跳陽子カウンターテレスコープによる測定原理

図5　TOF法による中性子スペクトル測定原理
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3.　作業場における中性子計測

　近年，放射線作業場での中性子計測における標準供給

のあり方が問題となっている．ここで問題とする作業場

とは，原子力発電所，中性子源工場，使用済み核燃料貯

蔵施設，再処理工場など原子力産業に関わる施設が中心

であるが，前節で取り上げた加速器施設周辺や高高度航

空機内も含まれる 10）．これらの作業場での線量測定が正

確でないと，被ばく線量を過小評価した場合には業務従

事者や周辺住民の健康被害はもとより，コンプライアン

スや安全安心の観点で大きな過失を犯すことになり，被

ばく線量を過大評価した場合には安全性は保たれるもの

の，作業効率の悪化や人件費の増大，遮へい対策等で本

来必要のないコストを課すことになり関連産業の生産性

を不必要に低下させてしまう．そのため，国家標準にト

レーサブルで国内外において信頼の得られる正確な線量

測定が必要とされている．

　ここに挙げた作業場での中性子線量評価の問題点は，

それぞれの作業場に固有で，熱中性子から数100 MeVに

渡る幅広い中性子スペクトルが存在していることであ

る．例えば，文献 11）ではスロベニアのKrsko原子力発

電所で原子炉格納容器の前と蒸気発生機の建屋内のある

地点のスペクトルが，文献 12）ではチェコのDukovany原

子力発電所の使用済み核燃料貯蔵庫内でキャスク（格納

容器）の隙間とキャスクの上方での中性子スペクトルが

明らかにされている．このように原子力関連現場の中性

子スペクトルは施設によっても，また同じ施設内でも場

所によって全く異なり，校正用中性子源の中性子スペク

トルと異なることが知られている．一方で，通常の線量

計は中性子のエネルギーにより応答が異なり 13），さらに

フルエンスから線量当量を求める換算係数にもエネルギ

ー依存性がある．このような測定対象中性子場の特性と

線量計の特性の組み合わせによる測定結果の差異につい

て，2001年から欧州各国の計量標準機関を集めてECの

サポートによりEVIDOS（Evaluation of Individual Dosim-

etry in Mixed Neutron and Photon Radiation Fields）という

評価プロジェクトが進められ 14），PTBや IRSNのスペク

トロメータで綿密なスペクトル評価をし直した結果，市

販のエリアモニタや個人線量計が数 10 %過小または過

大な表示をすることが実証されている．IRSNのSIGMA

と呼ばれる模擬場での実験においては，代表的な線量計

が過大または過小な線量を表示したことが報告されてい

る 15）．さらに，例えばKrummel原子炉の炉心近傍のよ

うな頭上方向からの中性子線量の多い場では，一般的な

胴体に装着するタイプの個人線量計は 42 %も過小評価

の開発に取り組んでおり（図 6），2010年に立ち上げ・

供給開始する予定である．中性子源としては，現在稼働

中のファン・デ・グラーフ加速器からの重水素ビームと

銅板に蒸着したチタンに吸蔵させたトリチウムターゲッ

トによる 3T(d,n)4He反応を用い，検出器としては反跳陽

子カウンターテレスコープを用いる予定である．

2.3.2　20 MeV以上の高エネルギー中性子標準
　20 MeV以上の高エネルギー中性子標準を確立するた

めの要件としては，高エネルギー中性子測定技術そのも

のの発展とともに，これを支持するための核データの充

実が必要である 9）．また，高エネルギー中性子発生施設

の建設に要する莫大なコストも大きな障壁となってい

る．しかし，日本にはTIARA，CYRIC，RCNPといった

高エネルギー中性子を発生することのできる施設が世界

的に見ても集中的に存在しており，高エネルギー中性子

標準を開発する下地の整った環境といえよう．20 MeV

以上の高エネルギー標準のために産総研において新たな

大規模加速器施設を建設するのは現実的でないため，国

内の加速器施設を利用した高エネルギー中性子標準の確

立を検討している．現在はTIARAやCYRICを中心に高

エネルギー中性子場の特性評価・相互比較や検出器の開

発に取り組んでいる．

図6　 現在構築中の19.0 MeV単色速中性子フルエンス（率）標

準用ビームライン
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計量標準機関は2つめの手法を採用しており，ISO 12789

によって模擬作業場の構築 18），19）と校正の手続き 20）に関

する指針がまとめられている．

3.2　模擬作業環境場
　本節では，ISO 12789で定められている模擬作業場へ

の要求事項について，既に実現している模擬作業場の実

例を交えながらまとめる．模擬作業場スペクトルのため

の中性子源としては，放射性核種による線源，加速器駆

動による線源，原子炉による線源の3種類がある．これ

らの線源が生成する初期スペクトルに対し，減速材によ

るスペクトル変調を加え，目的の中性子スペクトルを再

現する．また特別な例として，大型加速器施設を用いた

高エネルギーに対応した模擬場についても触れる．

3.2.1　放射性核種を使った模擬場
　一般的な中性子線源である 241Am-Beや 252Cf線源に，

スペクトルを変調させるための減速材としてポリエチレ

ン，コンクリート，金属，重水などを組み合わせる．放

射性核種中性子源と減速材という構造自体，実際の原子

力産業の作業場の中性子源と同一の構成である点で好ま

しいとされている．また，測定時間内における中性子放

出率の変動がなく，半減期による線源強度の補正を行う

だけで良いことも利点である．ただし，得られる中性子

フルエンス率が小さいこと，比較的強度の得られる 252Cf

線源では半減期が2.65年と短く，頻繁な線源交換が必要

となってしまうことなどが難点である．現在運用されて

いる放射性核種を用いた模擬作業場の例としては，PTB

において 252Cf線源と重水 (D2O)減速材を組み合わせ，コ

ンクリート壁に囲まれた中規模照射室において構築され

たものがある 21）．

3.2.2　加速器を使った模擬場
　放射性核種を利用する場合と同様に，加速器で発生し

たイオンビームを入射して，中性子を発生するためのタ

ーゲットの周りにスペクトル形状を変調するための減速

材を設置して構築する．減速材に加えて核分裂物質を設

置し，その2次中性子を利用することもある．この形式

のメリットは，加速器のビーム電流量を調節することに

より，照射室内の体系に手を加えることなく中性子場の

強度が可変なことである．しかし一方で，加速器を新設

するような場合には高いコストがかかるのが難点であ

る．また，加速器は出力に不安定性があるため，随伴粒

子検出器などを用いたアクティブ同時モニタリングが照

射時間を通して必要である 22）．

するような事象も確認されている．また，2003年には

IAEA（International Atomic Energy Agency，国際原子力

機関）によっても線量計評価や模擬場に関する国際比較

が行われている 16）．

3.1　連続スペクトル中性子場における線量当量の算出
　放射線防護で用いられる線量当量とは，人体組織に対

しどれだけのエネルギー付与があったかを示す量であ

り，中性子に関しては照射された中性子スペクトラルフ

ルエンス ( )EΦ に対し，中性子のエネルギーによる生物

効果の差異を勘案してエネルギー毎に定められている換

算係数 ( )Eh Φ
∗ を乗じることによって求められる．従って，

算出されるべき線量当量は

( ) ( )∫ ΦΦ
∗

E
dEEEh

であるが，現実的には全スペクトラルフルエンスに乗じ

るだけで線量当量を算出できる平均換算係数

( ) ( )
( )∫

∫
Φ

Φ
=

Φ
∗

Φ
∗

E

E

dEE

dEEEh
h

を算出し利用する．実際には線量計の応答にもエネルギ

ー依存性があるため，真のスペクトラルフルエンスは

( ) ( ) ( )EEnE RΦ=Φ であり，（ ( )ERΦ はある条件で校正され

た線量計の計数結果から，線量計の応答のエネルギー依

存性を考慮せずに導出されるフルエンス， ( )En は線量

計に固有な係数），平均換算係数の決定には各線量計の

応答曲線と測定対象となる作業場のスペクトルを把握す

る必要がある．そのため，測定対象となる作業場と線量

計の組み合わせに対して固有な換算係数を設定しなけれ

ばならない．

　この課題に対し，作業場の測定に用いられる中性子測

定器の校正方法として，次の選択肢が挙げられる：

1.　 測定対象となる作業場のスペクトルをその都度測定

する．得られたスペクトルと線量計の応答曲線によ

って検出器の読み値から真の線量当量を得るための

係数を導出する．

2.　 作業場と同様のスペクトルを持つ線量既知の校正用

模擬場を構築する．模擬場に線量計を持ち込み，そ

の模擬場に与えられている既知の線量と検出器の読

み値を比較することで，検出器の読み値から真の線

量当量を得るための係数を導出する．

　1つめの方法は，チェコの国家計量標準機関である

CMI（Czech Metrology Institute）が採用しており，PTB

で校正されたスペクトロメーターを用いた周辺線量測定

としてCMCにも登録されている 17）．その一方で多くの
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も進められており 34），その高度化研究にも利用されてい

る 35）．また，放射線治療のための高エネルギー加速器施

設においても，照射室内外に生成される中性子場の測定

が必要とされている．GSI（Gesellschaft für Schwerionen-

forschung mbH）では，400 MeV炭素イオンビーム治療

施設の照射室を利用して国際比較も行われている 36）-38)．

3.3　模擬作業環境中性子場のトレーサビリティ
　作業場の中性子線量測定に関する校正では，既述の通

り，目的のスペクトル分布を正しく再現し，適切な平均

換算係数を設定することが重要であるから，スペクトル

分布測定に対するトレーサビリティを備えることが必要

である．ISO 12789でも，計量標準機関において校正さ

れたスペクトル分布測定装置を用いてのみ，トレーサビ

リティが確保されるものと規定している 20）．

　しかしながら，国内の校正機関で構築されている模擬

作業場では，中性子線源の放出率に国家標準のトレーサ

ビリティが与えられているにとどまっており，線源に減

速材を組み合わせることで生成された作業場スペクトル

に対する直接のトレーサビリティが確保されていないの

が現状である 39）．単色ないし線源スペクトルで供給して

いる中性子国家標準と，現場で利用される量である中性

子線量の間をつなぐトレーサビリティの確立が求められ

ている状況である．

3.4　産総研の取り組み
3.4.1　重水減速252Cf中性子場の構築
　現在産総研では，作業場測定に対してトレーサビリテ

ィを供給するための中性子標準の一つとして，重水減速
252Cf中性子校正場の構築を計画している．これは，252Cf

線源を球状の重水タンクの中央に設置したもので，

ISO 8529でも単体の 241Am-Be，252Cf線源に次ぐ3番目の

校正用線源として規定されている．252Cf線源放出スペク

トルに対し重水による減速効果で変調を与えることで，

図 10から分かるように，214Am-Be線源，252Cf線源を単

体で使用した場合に比べ，一般的な原子炉である軽水炉

付近で見られるような低エネルギー成分の多い中性子ス

ペクトル（平均エネルギー 0.55 MeV）が得られる．こ

こで減速材として通常の水（軽水）ではなく重水を用い

るのは，軽水と比べ中性子の吸収が少なく大きなフルエ

ンスが得られるためである．これでも各作業場で異なる

中性子スペクトルの全てに適した校正を行うことはでき

ないが，非常に需要の多い原子炉付近に近いスペクトル

を比較的簡便に得られるとして，ISO 8529に規定されて

いる重水減速場を整備することは大変重要であり，作業

　加速器駆動の中性子線源を用いた模擬作業場の例とし

ては，ISPN-CEA（Institute de Protection et de Sureté Nu-

cléaire - French Atomic Energy Comission）のCadarache 

Laboratoryの模擬場 23），24）がある．ここでは，3Hターゲ

ットでの 3H(d,n)反応による14 MeV中性子源を用い，直

後に劣化ウランのシェルを設置し，そこで生成される2

次中性子に対し，さらに鉄及び重水減速材を置いてスペ

クトルの変調を行っている．この施設ではEURADOS（the 

European Radiation Dosimetry Group） Working Group 7 25）

やEUROMET（European Collaboration on Measurement 

Standards） project No.670 26）などによる国際比較も行わ

れている．

3.2.3　原子炉を使った模擬場
　原子炉を中性子源とする場合には，原子炉から照射室

へ中性子を導くビームポート内外に減速材を設置する．

加速器と同じく，照射時間を通してのアクティブ同時モ

ニタリングが必要であり，原子炉出力とモニタ検出器に

よるクロスチェックが ISO 12789-2で推奨されている．

原子炉を線源とする模擬場は，その強度を生かして臨界

事故等を想定した，緊急被ばく時の線量計の挙動までを

評価することができるのが大きな利点であるが，放射線

防護や運転・管理上の負担が大きく，採用例は少ない．

　具体例としては，ISPN-CEAにてSILENEと呼ばれる

研究用原子炉を用いた模擬場が構成されている．EU

（EC）の支援を受けた国際比較も行われており 27），1999

年に日本で発生した JCO臨界事故を受けて，2002年に行

われた臨界事故時の緊急被ばくを模した中性子場による

国際比較には，日本からも核燃料サイクル開発機構及び

日本原子力研究所（ともに当時名，現・日本原子力研究

開発機構）が参加した 28）．

3.2.4　高エネルギー中性子源を用いた模擬場
　高エネルギー中性子を対象とする模擬作業場の構築に

は，大規模加速器施設を利用する．具体例としては，

CERNにて数100 GeVのハドロンビームとの銅ターゲッ

トへの入射によって90°方向に生成し，コンクリート及

び鉄のシールドを抜けた高エネルギー中性子を用いた模

擬場CERF（the CERN-EU high-energy Reference Field）
29）-31）が1992年に構築されており，加速器周辺の作業環

境測定手法に関する研究が行われ 32），33），国際比較も実

施された実績を持つ．さらに，CERFのコンクリート防

護屋根の外での中性子スペクトルが，航空機内の宇宙線

中性子スペクトルと酷似していることが立証され，航空

機乗務員の被ばく管理を目的とした線量計評価への応用
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